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エックス税の問題点：クラウド型 ERP の意義  





















































（EITC：Earned Income Tax Credit）は存在し得る。また、このエックス税をその構想
上の基礎とした GIT（ the Growth and Investment Tax Plan）がある。この両者の間の主
な相違点は、エックス税の賃金税は金融取引に対して税負担を課さないが、GIT の個人へ
の税はキャピタルゲインのような所得に課税する、という点である。更に、字数の制約上、






































































































































えると訴えられている 25。  
 これを図示すると、図 1 のようになる。  
 
図 1 ERP のイメージ  
GRANDIT HP［https://www.grandit.jp/erp/］  
この ERP には、SNS（Social Networking Service）などのネットワークと連携したマ
























このクラウド型 ERP と、先に挙げた SNS などの ICT システムはもちろんのこと、EDI




システム 31、ZEDI（日本における、全銀 EDI システム）32、日銀ネット（日本銀行金融ネ
ットワークシステム）33、各種金融機関におけるコンピュータネットワーク 34、金融庁（日
本）や証券取引所（日本）のデータ関係のシステム 35、情報銀行、FOA（Flow Oriented 
Approach）、PFM（Personal Financial Management） 36、ブロックチェーン、などの
ICT システムとも一定程度の条件下で連携することができる。以上のような連携において、
Fintech、AI（Artificial Intelligence）、API（Application Programming Interface）、XML
（ eXtensible Markup Language）、RPA（Robotic Process Automation）、QR（Quick 
Response）コード、などの ICT 関係技術も大きく関係することは言うまでもない。なお、
本稿では、クラウド型 ERP と、ここで取り上げたそれ以外の各種 ICT システムとが連携
されたシステムを、拡張的クラウド型 ERP と呼ぶこととする 37。  
 
Ⅲ、クラウド型 ERP：各種 ICT システムとの連携による効果  
ここで取り上げた ERP 以外の各種 ICT システムと、ERP との連携に関する主要な特徴
を以下で説明しておく。  






を含む場合もある、と説明される 38。ERP と BI との連携で、図 1 内右側の各要素の効率
化に向けた意思決定がその分効率化されることは言うまでもない。  
ERP と CRM：CRM は、顧客データベースを作成し、顧客属性・購買動向・プロモーショ
ンへの反応をとらえて、ロイヤルカスタマー（店舗に利益をもたらす得意客）を育成して
いくものである、と説明される 39。ERP と CRM との連携により、当該企業の利潤最大化
という目的の達成の上で欠かせない、図 1 内右側の各要素の効率化が、その分促進される、
といった効果が出ると考えられる。なお、ERP と SNS といったマーケティングツールと
の連携の場合についても、当該ケースの言及と同様のことを主張できる。更に、CRM を
前面に、SCM（Supply Chain Management）を背面に配して統合し、需要連鎖を一元管




元管理することにより、需要連鎖全体の最適化を図る顧客関係管理である 41。  
ERP と EPM：EPM は、経営情報をビジュアル化し、分析機能を提供することで、経営の
迅速化を図る問題発見および解決を支援するものと説明される 42。ERP と EPM との連携
の場合についても、先の、ERP と BI との連携の場合と同様のことを主張できる。  
ERP と EDI：EDI は、紙の注文書を FAX したり、電話をかけたり、相手先ごとに異なる
手順で行っていた受発注業務を、インターネットを利用して効率化するシステムである 43。






ERP と BPM：BPM は、業務の初めから完了までを、ビジネスプロセス（業務の作業単位）
のワークフロー（流れ図）で可視化して、現状を常時監視し、課題や問題を素早く発見し
て、不要なプロセスの削除や新規プロセスの挿入を行い、業務システム全体の効率を最適
な状態に管理・維持することである、とされる 44。BPM と ERP との連携により、言うま
でもなく、企業における、図 1 における右側の企業関係業務の全てが、その分効率化され
ることが考えられる。  


















れらに注目すると、それぞれに独自の業務処理 ICT システムがある 49。その他、金融口座、
金融庁や証券取引所関係の公開データのためのシステム、などの金融関係の仕組も無視で
きない。ERP と以上のような仕組とが連携することで、先に述べた、ERP と EDI との連
携の効果が促進されることはすぐにわかる。  
ERP と FOA：FOA は、製造現場の生データに、関連のある背景データや説明データを加
え、編集して分析した情報を企業内のネットワークにリアルタイムに配信する仕組みであ
る 50。なお、スマート工場関係では、その他に、SCM（Supply Chain Management）、PDM
（ Product Data Management ）、 MES（ Manufacturing Execution System ）、 SRM
（Supplier Relationship Management）、などの ICT システムがある 51。ERP と、スマー
ト工場関係の各種 ICT システムとの連携が可能な FOA との連携により、この分、会計管
理、生産管理、販売管理、在庫購入管理、これらの効率性が向上する。これが、人事給与
管理の効率性の向上に繋がることは考えられる。  




52。これは、企業の場合でも活用可能である。この場合においても、ERP と PFM との連





















Ⅳ、エックス税の問題点：クラウド型 ERP の意義  












































義であり、この ERP が各種 ICT システムと連携できていると、その分、その処理は効率
的になる。  













・富の海外移転に関する点も指摘される 58。BEA（Bureau of Economic Analysis）のデー

























































































張的クラウド型 ERP を活用すると容易に実行可能である。  



























































































































































































































減少するであろう。 87  


























































































・低所得者関係の対策は税制を複雑にする 94。エックス税と EITC(Earned Income Tax 
Credit：勤労促進型給付付き税額控除 )とを組み合わせる、といった場合を考えればよい。 



























・基本的に subtraction method だが、この場合は、credit method の場合よりも取引関係









張的クラウド型 ERP を活用することで容易に処理することができる。  
≪関連者間取引≫  
・関連者間における、過度に高い、あるいは過度に低い価格が、それらの連結ベースでの























ができる。この際、家計用の資産台帳関係の ICT システムも当該 ERP と連携させると、
その処理はより容易になる。  
≪資本所得への税≫  









































































































































































・SDGs（Sustainable Development Goals） 111達成のための ICT 活用、新型コロナウィ
































1 これについては、［Ohata,Satoshi,“On the Effect of the ICT Utilization against the 
Implementation Issues of the Expenditure Tax and the X Tax ”,The Law and Economic 
Journal,The Law and Economic Society at Mie-Tankidaigaku,2014（World Association 
for Political Economy、第 8 回フォーラム報告、2013 年） ,Ohata,Satoshi,“On the 
Properties of the Consumption Taxes in the IT Period ”,The Law and Economic 
Journal,The Law and Economic Society at Mie-Tankidaigaku,2011（World Association 





3 当該分析は、注 1 に示す文献に示される。  








・災害時対応：データバックアップ、被災した ICT システム運用主体への対応、他  
・ ICT システム提供側の運用上の問題：課金システム、アジャイル型開発の是非、利用上
の煩雑性の解消、他  
・十分な ICT 人材の確保：教育体制、人数、他  
・ ICT システム標準化傾向による地方自治の侵害の可能性  
・法体制の整備：個人情報保護法、他  
 以上のような問題を解決するため、政府、企業、家計、などの組織において各種対策が
講じられる傾向が見受けられるが、頻繁な ICT 面の事件の発生、新規 ICT システムの頻
繁な登場、人口構成の変動、等の状況を考慮すると、そうした対策は常に更新されていか
なければならない状況があることがわかる。  
5 Bradford,D.F.,Taxation,Wealth,and Saving,The MIT Press,2000,pp69-70. 
6 Bradford,D.F. “A Tax System for the Twenty-first Century” Alan J.Auerbach,Kevin 
A.Hassett eds.,Toward Fundamental Tax Reform,The AEI Press,2005,pp.14-17. 
7 Altig David、Alan J. Auerbach、Laurence J. Kotlikoff、Kent A. Smetters、Jan Walliser 
“Simulating Fundamental Tax Reform in the United States” American Economic 
Review、91.3、2001 
エックス税への移行時の厚生分析は、［Sarkar,Shounak,G.R.Zodrow “Transitional Issues 





研究協会、2007 年、68 頁。  
9 Grinberg,Itai “Implementing a Progressive Consumption Tax : Advantages of 
Adopting the VAT Credit-Method System” National Tax Journal Vol.LIX,4,2006 
10 Bradford,D.F. “THE X TAX IN THE WORLD ECONOMY”  CESifo Working Paper 
Series No.1264,2004 
11 Bradford,D.F. “Addressing the Transfer-Pricing Problem in an Origin-Basis X Tax” 
International Tax and Public Finance、10、2003 
12 長戸貴之「キャッシュ・フロー法人税の理論と課題」『法律時報』 90.2、日本評論社、
2018 年、24 頁。  





Working Paper No.163,2002 
14 Zodrow,G.R., “Should Capital Income Be Subject To Consumption-Based Taxation?”  
Working Papers 0715, Oxford University Centre for Business,2006,  Bankman 
Joseph,Michael Schler Tax Planning under the Flat Tax/X Tax a draft of a paper to be 
presented at the Conference on Taxing Capital Income: Do  We? Should We? Can We? 
(Can We Not?) to be held at the Brookings Institution on September 23, 2005 
15 Neyra,Victor del Carpio, “A New Search-and-Matching Computable General  
Equilibrium Model: Progressive Consumption Taxation  and Unemployment 
Equilibrium Effects on Growth,  
Unemployment, and Incidence”  A THESIS SUBMITTED IN PARTIAL FULFILLMENT 
OF THE 
REQUIREMENTS FOR THE DEGREE,Rice University ,2017 
16 Carroll,R.,A.D.Viard Progressive Consumption Taxation:The X Tax Revisited  The 
AEI Press,2012 
17 D.F.Bradford(2000),op.cit.,p.71. 古田俊吉「 ITP/R キャッシュ・フロー税の問題点」




18 Ibid.,p.73.  
19 Yin,G.K. “Discussion” J.W.Diamond,G.R.Zodrow eds. Fundamental tax 
reform:issues,choices,and implications,MIT press,2008 p.137. 
20 大淵利男、上杉栄一、大淵三洋  著『租税の基本原理とアメリカ租税論の展開』評論社  















21 大淵、上杉、大淵（1992 年）、同書、16 頁。  
22 大淵、上杉、大淵（1992 年）、同書、18 頁。  
23 大淵、上杉、大淵（1992 年）、同書、19 頁－23 頁。  
24 森川信男『情報革新と経営革新』学文社、 2011 年、113 頁‐114 頁。  
25 内山力『 IT 活用の基本』日本経済新聞出版社、2007 年、40 頁。  
26 企業におけるクラウド活用の性質については、［アクセンチュア株式会社『クラウドが





29 日本電気株式会社 HP［https://jpn.nec.com/soft/explanner/myno.html］  
30 CRM(顧客関係管理 )ソリューションのセールスフォース・ドットコムは、内閣府がマイ
ナンバー制度に基づくウェブサービス「マイナポータル」の電子申請機能「ぴったりサー





発表した。 impress HP［https://webtan.impress.co.jp/n/2017/09/22/26945］  
31 日本では、G ビズ ID［https://gbiz-id.go.jp/top/］も構築されている。本ページでは、




33 日本銀行 HP［https://www.boj.or.jp/announcements/education/oshiete/kess/i10.htm /］ 
34 これについては、［大和総研フロンティアテクノロジー本部『エンジニアが学ぶ金融シ
ステムの「知識」と「技術」』翔泳社、2019 年］を参照するとよい。なお、ここでは、SWIFT






35 @IT HP［https://www.atmarkit.co. jp/news/200806/20/creo.html］  
36 ソフトウェアで個々の日々の資金の取引情報を、複数の金融機関などから、収集・集計・
可視化するアカウントアグリゲーションサービスのことを指す。［大和総研フロンティアテ
クノロジー本部『金融システムの「知識」と「技術」』翔泳社、 2019 年、296 頁。］  
37 このような概念は以前より主張されているが、これは、例えば、［伊藤重光『ERP プロ
ジェクト：こうすれば成功する』日本経済新聞社、2004 年］などの資料を参照するとよい。  
38 阿部満『 IT 経営実践の知識』同友館、2011 年、189 頁。  
39 内山力『 IT 活用の基本』日本経済新聞出版社、2007 年、88 頁。  
40 定道宏『ビジネス情報学概論』オーム社、 2006 年、56 頁。  
41 定道（2006 年）、同書、56 頁。  
42 株式会社日立ソリューションズ HP［https://www.hitachi-solutions.co.jp/epm/］  
43 NEC HP［https://jpn.nec.com/outsourcing/edi/index.html］  
44 定道（2006 年）、前掲書、84 頁。  字数の制約上、ここではその詳細な言及は避け
るが、BPM ではなく BPMS（Business Process Management System）と ERP との連携
についても議論がなされている。  
45 地方公共団体情報システム機構  公的個人認証サービスポータルサイト  HP
［https://www.jpki.go.jp/jpkiguide/admin_proce/etax.html］   
46 内閣官房番号制度推進室 内閣府大臣官房番号制度担当室「マイナンバー   社会保
障・税番号制度：概要資料」内閣府、2020 年 5 月、4 頁。  
マイナンバー制度については、［拙稿「租税分野におけるマイナンバー制度」国際文化政策
研究教育学会ワーキングペーパー、 2018 年］も参考にするとよい。  




ステムの「知識」と「技術」』翔泳社、2019 年］を参照するとよい。  
50 大塚商会 HP［https://www.otsuka-shokai.co.jp/words/foa.html］  
51 松林光男 監修、川上正伸・新堀克美・竹内芳久  編著『スマート工場のしくみ：IoT、
AI、RPA で変わるモノづくり』日本実業出版社、2018 年  
本書の 38 頁では、ここで取り上げた各種 ICT システムについて、以下のように説明され
















52 藤吉栄二「金融機関における PFM（Personal Financial Management）の活用」
『Financial Information Technology Focus』野村総合研究所、2014 年 8 月、14 頁。  
53 bitFlyer HP［https://bitflyer.com/ja-jp/miyabi-blockchain］  
54 日商エレクトロニクス ERP 事例サイト HP［https://erp-jirei.jp/archives/1278］  
55 中島貴史「ブロックチェーンの  将来性と応用分野」総務省  自治体ポイントに関する検












ても拡張型クラウド型 ERP が一定程度貢献できることは容易に推測できる。  
58 Carroll,R.,A.D.Viard(2012),op.cit.,pp.110-111. 
59 Bradford,D.F.(2005).,op.cit.,p.28. 
60 Weishbach ,D.A. “Does the X-Tax Mark the Spot?”  JOHN M. OLIN LAW & 





64 Shaviro,D.,“Simplifing Assumptions:How Might the  Politics of Consumption Tax 
Reform Affect (Impair) the End Product?” J.W.Diamond,G.R.Zodrow eds. Fundamental 

























81 S.Shounak,G.R.Zodrow“Transitional Issues in Moving to a Direct Consumption Tax” 
National Tax Journal,Vol.XLVI,No.3,1993,p.364. 
82 S.Shounak,G.R.Zodrow(1993),ibid.,pp.364-365. 
83 S.Shounak,G.R.Zodrow(1993),ibid.,p.365.  
84 S.Shounak,G.R.Zodrow(1993),ibid.,p.365.  
85 The Joint Committee on Taxation Background on Cash-Flow and 
Consumption-Based Approaches to Taxation, (JCX-14-16), March 18, 2016,p.66.  
86 ［Zodrow,G.R., “Should Capital Income Be Subject To Consumption -Based Taxation?” 








長期的に GDP を 6％増やすであろう、と予測した；だが、そのような予測は、後に議論
するように、決して完璧なものではない。［Burman,L.E.,J.Slemrod Taxes in 
America:What Everyone Needs to Know,Oxford University Press,2013,p.108.］  
87 Bankman Joseph,Michael Schler(2005), op.cit.,p.3. 
88 Grinberg,Itai(2006),op.cit.,p.951. 
89 Slemrod,J,J.Bakija Taxing Ourselves,TheMIT Press,2008,pp.243-253. 
90 Bradford,D.F.(2005),op.cit.,pp.24-25. 
91 Slemrod,J,J.Bakija(2008),  op.cit.,p.303. 
92 Bradford,D.F.(2005), op.cit.,pp.26-27. 
93 Carroll,Robert, Alan D. Viard, and Scott Ganz“The X Tax: The Progressive 
Consumption Tax America Needs?”Tax Policy Outlook,American Enterprise 
Institute,2008,p.5. 
94 The Joint Committee on Taxation(2016),op.cit.,p.4.  
95 Shaviro,D.(2008),op.cit., p.113. 
96 Shaviro,D.(2008),ibid.,p.113. 
97 Shaviro,D.(2008),ibid.,p.115. 
98 Weisbach,D.A.,“Does the X-Tax Mark the Spot?”JOHN M. OLIN LAW & 
ECONOMICS WORKING PAPER,No.163, The Law School 
The University of Chicago,2002,p.4.  
99 Bankman Joseph,Michael Schler(2005),op.cit.,p.2. 
100 Bankman Joseph,Michael Schler(2005), ibid.,p.2. 
101 Bankman Joseph,Michael Schler(2005), ibid.,pp.2-3. 
102 ［エマニュエル・サエズ、ガブリエル・ズックマン  著、山田美明 訳『つくられた






107 Del Carpio Neyra, Victor,“A New Search-and-Matching Computable General 
Equilibrium Midel:Progressive Consumption Taxation and Unemployment Equilibrium 
Effects on Growth,Unemployment,and Incidence” ,A Thesis Submitted in Partial 
Fulfillment of the Requirements for the Degree ,Rice University,2017,p.ⅲ . 
108 この概観については、［田中拓道、近藤正基、矢内勇生、上川龍之進『政治経済学：グ
ローバル化時代の国家と市場』有斐閣、第 8 章］などの資料を参照するとよい。  
109 ［拙稿「J.S.ミルにおける租税論：公平性と効率性」『三重法経』152、三重短期大学
法経学会、2019 年］を参照するとよい。  

































































大畑 智史  （おおはた さとし）  





（誕生年月日）1978 年 1 月 11 日  







2019 年  
・「所得課税と消費課税： ICT 化の意義」三重短期大学法経学会『三重法経』151、2019
年  
・「経済成長と支出税」国際文化政策研究教育学会ワーキングペーパー、2017 年  
・「支出税と勤労意欲：ICT 化の影響」三重短期大学地域問題研究所『地研通信』127、2017
年  
・ "On the Effect of the ICT Utilization against the Implementation Issues of the 
Expenditure Tax and the X Tax" 三重短期大学法経学会『三重法経』142、2014 年  
・ "On the Properties of the Consumption Taxes in the IT Period" 三重短期大学法経学
会『三重法経』139、2011 年  






大畑 智史  
エックス税の問題点：クラウド型 ERP の意義  
2020 年 12 月 28 日  発行  
 
発行所  国際文化政策研究教育学会    ワーキングペーパー  
600-8433 京都市下京区高辻通室町西入繁昌町 290 （旧成徳中学校２F）  
印刷所  一般社団法人文化政策・まちづくり大学校  
600-8433 京都市下京区高辻通室町西入繁昌町 290 （旧成徳中学校２F）  
